03.09.30 志木市見学記録　浅江季光

志木市企画部政策審議室主査　尾崎誠一氏
●市の概要

・S45年市制　約30,000人

・H15年4月　9.06ｋ㎡（河川区域を除くと6.41ｋ㎡）　約66,000人。東京のベッドタウン。
・年金受給者、リストラ、無収入者が多くなってきている。人口が増えない、少子高齢化が進んでいる。周辺の市は増えている。
・マンション住民が多く、子供達は出て行く。出生率が低い。市民税が減る。志木市の財政力指数や自主財源比率で潰れるようだと、全国の半分は潰れる。

●新たな住民自治への挑戦

・平成13年7月1日に穂坂市長就任。
・市長「市民はオーナー、市長はシティーマネージャー」。主人公は市民である。

・第３次特区で市長を廃止し、シティーマネージャーを置くことを提案する。
・市民参加による「市民が創る市民の志木市」の実現にむけて、「市民が創る市民の志木市推進本部」を設置(平成13年9月12日)。
・憲法で定める地方自治を明確化するため市独自の条例を次々と作る。
・「市政運営基本条例」(平成13年10月1日施行)を設ける。

・市民参加から参画へ。町づくりの基本は市民に考えてもらう。その運営は市民と行政が協働して推進する。
・市役所は競争相手がいない。市民が同じ組織を作る。
・市民が創る第２の市役所「志木市民委員会」(平成13年11月10日発足)。を設置。
・委員は20才以上で市内在住、勤務者から、団体の利益代表でなく自分の意思で参加する人を公募。駅の出入口で1000枚のチラシを配布。252人集まった。任期２年。
・927事務事業を、市民の視点に立ってゼロベースで検証。検証にあたっては賛否両論併記で情報を共有する。

・市民、議会、行政による取り組みの結果、430事業を廃止、縮減、又は見直し。12億7,377万円削減。

・平成１６年度の予算は市民委員会も編成する。
・市民委員会が市民すべての代表ではない。アンケートを次々と無作為にやっている。アンケートが重なった市民からもっと効率よくやれという批判がある。それでもやっている。

・議会は市民に選ばれた市民の代表(間接民主主義)。市民委員会は市民の直接参加による直接民主主義。

・市長が職員１人を付けてタウンミーテング(市民との対話)を積極的にやっている。
●市長のやり方

・「検討します」「今後の課題として考えます」と言う行政の決まり文言を市長は嫌う。結果説明責任を遂行するため必ず検討結果を述べないとならない。

・リーダーはトップダウンで明確に示せ。
・市長はタイムリーに自分の意思表示をする。

・企画は職員が作ることはない。政策は市民が作った方が良い。企画部は真先に不要な部署である。
・組織横断的なワーキンググループを作った。

・担当者に直接説明させる。部長を呼ばない。

・やつてみて拙ければ変えればよい。

●「志木市・地方自立計画」の決定(平成15年2月)

・20年間(平成33年度)で619人の職員を301人に減らす。

・そのために行政パートナーを523人に増やす。

・投資的経費の捻出　約67億円。

●「行政パートナー」(市民公益活動団体)の導入
・市民自ら、行政が行ってきた業務を、責任を持って引き受け汗をかいてもらう。16年間の市民とのキャッチボールをやってきたからできる。
・市が直接個人と業務委託契約は結べない。個人はあらかじめ「予備登録申請」をしてもらい、同じような業務のメンバーで任意団体をつくり、市は市民公益活動団体と業務委託契約を行う。任意団体はNPOが５団体、各種団体は80程度ある。
・臨時職員は市が直接雇用し、使う立場、使われる立場で対等でない。パートナーは協働が前提で対等な関係でやってもらう。

・謝礼として700円/時を支払うが労働の対価ではない、あくまでも謝礼である。算定基礎は埼玉県の最低賃金678円を基準にした。
・将来的には700円のうち140円は地域商品券で支払う。

・各団体に委託業務の内容、700円/時で見積った委託金額を示し、各団体から企画提案を出してもらう。安いところに委託するとは限らない。創造性を評価する。

・市役所正面玄関の総合案内は、８月１日から行政パートナーへの委託で実施している。

●改革への取り組み

・行政が行っている業務1,648を公務員が提供しなければならないかという視点で検証し842業務は民間に委託できる。806業務は民間委託には適さない。

・コスト意識を持たせるために、１人１分40円で人的コストを計算して、会議のコストを議事録に記載する。
・起案書に市民委員会の意見を聞いたかどうかをチェックする欄を設けてある。

・人事評価を実施し勤勉手当で差をつける加点主義制度を実施している。目標管理による自己評価、上司の評価に加え、部下が上司を評価する制度をやっている。
・昇格試験制度を採用。年功序列がくずれた。試験に落ちて諦める人もいるが、何度でもチャレンジする人は一部試験項目を免除するなどの救済処置がある。
・部長クラスのマネジメント能力の向上を徹底してはかる。
・職員は「自己申告」制度があり、現在の担当職務についての自己評価、今後の異動希望を第３志望まで述べることができる。
・３役の自動車運行管理業務を廃止。市長は職員の車に便乗したり、私設運転手の車を利用している。職員は仕事をやれという方針。

・清掃は委託を廃止し職員が自分達でやっている。

・日当も全廃。

●合併について

・4市(朝霞市、志木市、和光市、新座市)の合併については、サービスと負担のメリット、デメリットの情報をすべて公開し市民に考えてもらうようにした。

・新市の市庁舎は朝霞市に置くと初めから決めた。他の3市でも全く同じような窓口サービスが受けられるようにする。４つの住み慣れた小さな家を壊して新しい家をつくるという視点で取組んだ。
・1市でも反対ならば、合併はなしという前提で協議会をやってきた。

・4月に住民投票の結果、3市賛成、和光市の反対ですべてご破算になった。

・志木市は合併協議会とは別に、並行して独自の「志木市・自立計画」を進めてきた。現在はこの自立計画を推進している。

・最近、住民から3市(朝霞市、志木市、新座市)で合併をやってもらいたいという陳情・請願があり３市議会が採択したことから、明日、任意合併協議会が発足する。

以上
かねがね市町村合併の先に何があるのかという疑問を持って、多くの市町村を見てきたが、やっと見えてきたような気がする。

合併する、しないに関わらず、その結論の一つが志木市の姿ではないかと思う。大変よい勉強をさせていただきました。その努力に敬意を表したいと思います。

浅江季光　asae@mb.infoweb.ne.jp

